


問6. 問 5．で「1．ある」と回答した方に伺います。 「掲示板機能」で掲載や閲覧したことで得ら

れた成果や良かった点について、1～6 の当てはまる全ての番号に☑をいれてください（複数

回答）。また、改善点がありましたらご記入ください。 

 ☐ １．広く周知ができた        ☐ ２．問合せが増えた 

 ☐ ３．参加者が増えた         ☐ ４．研修会等の企画の参考になった 

 ☐ ５．事業の参考になった      
 ☐ ６．その他（                                ） 

 

７．改善点 

 

 

 

問7. 問 5．で「2．ない」と回答した方に伺います。 その理由はについて、当てはまる全ての番号

に☑をいれてください（複数回答）。 

 ☐ １．掲示板機能があることを知らなかった 

 ☐ ２．利用目的が分からなかった    ☐ ３．利用方法が分からなかった     

 ☐ ４．その他（                                 ） 

 

問8. 問 1．で「1．ある」と回答した方に伺います。 あなたはこれまでに「相談記録システム」を

利用したことはありますか。当てはまる番号に１つ☑をいれてください。 

 ☐ １．現在、利用している → 支援コーディネーターは問 9、行政担当者は問 10 へ    

 ☐ ２．以前、利用したが現在は利用していない → 問 11 へ 

 ☐ ３．利用登録しているが、一度も利用していない → 問 11 へ 

 ☐ ４．利用登録も利用もしていない → 問 11 へ 

 

問9. 【支援コーディネーターのみ】 

問 8．で「1．現在、利用している」と回答した方に伺います。 「相談記録システム」を利用

したことで得られた成果や良かった点、改善点について、当てはまる全ての番号に☑をいれて

ください（複数回答）。また、改善点がありましたらご記入ください。 

 ☐ １．支援方法を学ぶことができた   ☐ ２．実際の支援に活かすことができた 

 ☐ ３．利活用できる制度や社会資源を知ることができた 

 ☐ ４．記録作業の業務負担が軽減した  ☐ ５．集計作業の業務負担が軽減した 

 ☐ ６．その他（                                ） 

 

７．改善点 

 

 

 

 

 

問10. 【行政担当者のみ】 

問 8．で「1．現在、利用している」と回答した方に伺います。 「相談記録システム」の集計

値を利用したことがありますか。当てはまる番号に１つに☑をいれてください。 

 ☐ １．ある    ☐ ２．ない    ☐ ３．集計値があることを知らなかった 

 

問11. 問 8．で「2．以前、利用したが現在は利用していない」、「3．利用登録しているが、一度も

利用していない」、「4．利用登録も利用もしていない」と回答した方に伺います。その理由に

ついて、当てはまる全ての番号に☑をいれてください（複数回答）。 

 ☐ １．相談記録システムがあることを知らなかった 

 ☐ ２．利用目的が分からなかった        ☐ ３．利用方法が分からなかった 

 ☐ ４．職場規定のフォーマットを使用している  ☐ ５．職場の使用許可がおりない 

 ☐ ６．入力項目が多く負担が大きい       ☐ ７．入力時間が十分にない 

 ☐ ８．複数のパソコンで共有して使用できない  ☐ ９．削除ができない 

 ☐ 10．その他（                                 ） 

 

問12. 問 1．で「2．ない」と回答した方に伺います。その理由について、当てはまる全ての番号

に☑をいれてください（複数回答）。 

 ☐ １．情報共有システムがあることを知らなかった 

 ☐ ２．利用目的が分からなかった    ☐ ３．利用方法が分からなかった     

 ☐ ４．その他（                                 ） 

 

問13. 情報共有システムについて、今後、期待すること等を自由にご記入ください 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力いただきありがとうございました。 

 

 

  

 

↑ 1 ページ目の同意欄にチェック（□にㇾ点）があるか、再度ご確認をお願いいたします 

☐本調査の協力に同意します 
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７．改善点 

 

 

 

問7. 問 5．で「2．ない」と回答した方に伺います。 その理由はについて、当てはまる全ての番号

に☑をいれてください（複数回答）。 
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 ☐ ２．利用目的が分からなかった    ☐ ３．利用方法が分からなかった     
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問8. 問 1．で「1．ある」と回答した方に伺います。 あなたはこれまでに「相談記録システム」を

利用したことはありますか。当てはまる番号に１つ☑をいれてください。 

 ☐ １．現在、利用している → 支援コーディネーターは問 9、行政担当者は問 10 へ    

 ☐ ２．以前、利用したが現在は利用していない → 問 11 へ 

 ☐ ３．利用登録しているが、一度も利用していない → 問 11 へ 

 ☐ ４．利用登録も利用もしていない → 問 11 へ 

 

問9. 【支援コーディネーターのみ】 

問 8．で「1．現在、利用している」と回答した方に伺います。 「相談記録システム」を利用

したことで得られた成果や良かった点、改善点について、当てはまる全ての番号に☑をいれて

ください（複数回答）。また、改善点がありましたらご記入ください。 

 ☐ １．支援方法を学ぶことができた   ☐ ２．実際の支援に活かすことができた 

 ☐ ３．利活用できる制度や社会資源を知ることができた 

 ☐ ４．記録作業の業務負担が軽減した  ☐ ５．集計作業の業務負担が軽減した 
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７．改善点 

 

 

 

 

 

問10. 【行政担当者のみ】 

問 8．で「1．現在、利用している」と回答した方に伺います。 「相談記録システム」の集計

値を利用したことがありますか。当てはまる番号に１つに☑をいれてください。 

 ☐ １．ある    ☐ ２．ない    ☐ ３．集計値があることを知らなかった 

 

問11. 問 8．で「2．以前、利用したが現在は利用していない」、「3．利用登録しているが、一度も

利用していない」、「4．利用登録も利用もしていない」と回答した方に伺います。その理由に

ついて、当てはまる全ての番号に☑をいれてください（複数回答）。 

 ☐ １．相談記録システムがあることを知らなかった 

 ☐ ２．利用目的が分からなかった        ☐ ３．利用方法が分からなかった 

 ☐ ４．職場規定のフォーマットを使用している  ☐ ５．職場の使用許可がおりない 

 ☐ ６．入力項目が多く負担が大きい       ☐ ７．入力時間が十分にない 

 ☐ ８．複数のパソコンで共有して使用できない  ☐ ９．削除ができない 

 ☐ 10．その他（                                 ） 

 

問12. 問 1．で「2．ない」と回答した方に伺います。その理由について、当てはまる全ての番号

に☑をいれてください（複数回答）。 

 ☐ １．情報共有システムがあることを知らなかった 

 ☐ ２．利用目的が分からなかった    ☐ ３．利用方法が分からなかった     

 ☐ ４．その他（                                 ） 

 

問13. 情報共有システムについて、今後、期待すること等を自由にご記入ください 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力いただきありがとうございました。 

 

 

  

 

↑ 1 ページ目の同意欄にチェック（□にㇾ点）があるか、再度ご確認をお願いいたします 

☐本調査の協力に同意します 
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認知症ケアスーパーバイザーに求められる役割に
関する文献研究
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認認知知症症ケケアアススーーパパーーババイイザザーーにに求求めめらられれるる役役割割にに関関すするる文文献献研研究究  

  

主任研究者：山口 友佑（認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

分担研究者：中村 裕子（認知症介護研究・研修大府センター 研修部） 

      小木曽 恵里子（認知症介護研究・研修大府センター 研修部） 

       李  相侖（認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

       齊藤 千晶（認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

浅野 正嗣（認知症介護研究・研修大府センター） 

鷲見 幸彦（認知症介護研究・研修大府センター） 

 
Ⅰ．背景と目的 
 認知症ケア実践現場において、認知症の人が大切にされていると感じながら生活を送る

ことができるよう、質の高い認知症ケアを実践していくことが専門職には求められている。

そのためにも、認知症ケアに関する専門的知識を習得することができる機会が必要であり、

その一つとしてスーパービジョン（以下、SV という）を展開していくことが挙げられる。 
 近年、認知症ケア実践現場において、SV 実践を展開する環境は整っており、認知症ケア

実践の中でスーパーバイザーとしての役割を担うべき専門職の養成が行われているが、ど

のように SV を実践すればいいかわからない、SV 実践の中で、どのようにスーパーバイジ

ーと向き合うべきなのかわからない等、SV を実践する上で様々な悩みに直面している現状

が明らかになっている。SV では、スーパーバイザーの価値観や知識、技術が大きく影響し

てくることから、スーパーバイザーは、スーパービジョンに対する正しい理解や知識、技術

を身に着けることが必要であり、認知症ケアＳＶでも同様であるといえる。このことから、

認知症ケアＳＶを実践していくうえで、スーパーバイザーが必要となるコンピテンシーを

明確にすることが重要であると考える。 
昨年度は、国内を SV に関する文献整理を中心に、認知症ケア実践の中で SV を行う上で

求められるスーパーバイザーの役割について検討することを行った。本年度は、諸外国の文

献をもとに、認知症ケア実践における SV 研究の現状について把握することを目的とする。 
 

Ⅱ．方法 
1．用語の定義 
 対人援助におけるスーパービジョンについて、「スーパーバイザーが良好な人間関係のコ

ンテキストにおいてスーパーバイジーと関わり、管理的、教育的、支持的機能を果たすこと」

1）、「処遇ケースに応じて生じる専門的課題の解決のために必要不可欠な専門性を持つ訓練

過程」2）、「専門職同士の専門性をより有効に発揮するべく設けられる､いわば専門職のため

の支援技術」3）などといった定義づけが存在する。スーパービジョン（supervision）は、ラ

テン語で「注意深く観察する」を意味する”supervisus”を語源としている」4）。そのため、

「観察する」という意味合いで”supervision”を使用しているものが存在する。また上司から

の不当な関わりや指導を表す意味として”supervision”を使用しているものも存在する 5）。

本研究では対人援助におけるスーパービジョンの定義を踏まえ、「スーパーバイザーとスー

パーバイジーとの良好な人間関係の中で、専門職としての支援技術を向上させるための援

助過程」と定義することとする。 
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2．検索方法 
 PubMed を用いて検索を行った。 ("supervision"[title])を固定のキーワードとし、

("dementia care" or "dementia")、("nursing care")、("long term care")を AND でつなぎ検

索を行った結果、140 件が該当した。以上の論文を概観し、重複している文献を除外し、 
「Article type」を、「Review」「Systematic Review」「Meta-Analysis」に限定した結果、

13 件が該当した。その後、表題、要約、本文から、認知症ケアに関するものか否かを検討

し、5 本を本研究の対象論文とした。（図 1） 
 

 
図 1 対象論文の選定フロー 
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Ⅲ．倫理的配慮 
 対象となった文献の取扱いについては、文献を正確に読み込み、原著の結果や考察を侵害

しないように配慮した。 
 
Ⅳ．結果 
1）年代 

1990 年代が 1 本、2010 年代が 3 本、2020 年代が 1 本であった。 
 
2）対象領域 

SV の対象領域は、看護師を対象としているものは 3 本、在宅のケアワーカを対象として

いるものが 2 本であった。 
 
3）認知症 SV 研究の現状 
 以下、上記の選出方法にて抽出された 5 本の論文の内容を、要約の内容を中心に示すこ

ととする。 
 
①Olsson A and Hallberg IR.6) 
本研究は、臨床グループ・スーパービジョンのセッションを通じて明らかになった、認知

症高齢者へのケアの内容と提供方法、およびそれに対する訪問介護スタッフの影響を明ら

かにすることを目的としている。分析した結果、①疾患に関連する行動、ADL 機能、社会

的ネットワーク、自尊心といった高齢者の個人的影響、②家族や親しい人との関係、住環境

やケアのレベルなどといった高齢者の生活環境、③本人とスタッフとの関係、家族とスタッ

フとの関係、現実志向とバリデーションのバランスといったスタッフとの相互作用、④他の

専門職との協力、仕事への満足度、知識不足の共有といったスタッフの状況が SV セッショ

ンの内容となっていた。スーパービジョンセッションで明らかになった看護ケアに関する

推論は、全体論的アプローチを反映しており、スタッフと認知症高齢者との関係がケアの質

にとって中心的なものであることが浮き彫りになっており、この関係を促進または阻害す

る要因に焦点を当てることは、訪問介護ケアの改善と質の向上だけでなく、スタッフの労働

生活の質を向上させる上でも、臨床指導における重要な焦点の一つとなる可能性が高い。結

果は看護ケアの理論モデル内で理解できるため、スーパーバイザーが何らかの理論モデル

を基盤として指導を行うことで、参加者はより意識的なアプローチに達し、ケアにおいて重

要な側面が見落とされるリスクを低減できる可能性がある。 
 
②Francke AL and de Graaff FM.7） 
本研究では、看護師の臨床グループスーパービジョンの効果に関する研究を、方法論的な

質を考慮しながら、体系的かつ最新の視点でレビューすることを目的としている。対象とな

る論文は、①看護師向けのグループスーパービジョンプログラムを扱う、②対照群を用いる

か、事前・事後テストデザインを採用する、③看護師または患者のアウトカムに関する効果

を報告している、という条件を満たすものとしている。結果、多くの研究には方法論的な課

題があるが、スウェーデンの認知症ケアに関する 4 件の研究は高品質であり、看護師の態

度やスキル、看護師–患者間の相互作用に対する肯定的な効果を示していた。ただし、これ
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ら 4 件は同一の研究プロジェクトから派生したものであり、グループスーパービジョンと

個別ケア計画の導入を併用していたため、グループスーパービジョン単独の効果を評価す

るのは難しい。結論として、看護師のグループスーパービジョンが効果的であることを示す

指標は多くあるが、その効果に関する証拠は不足しており、さらなる方法論に基づいた研究

が求められている。 
 
③McGilton KS.,Chu CH.,Shaw AC.,Wong R.and Ploeg J.8） 
免許を持つ看護師の配置レベルが入居者のアウトカムに与える影響についてはデータが

存在するが、看護師の効果的な SV が、入居者へのケア、組織的な成果、看護補助者の職務

関連アウトカムに与える影響については、包括的な検討がなされていない。本研究は、長期

介護施設における免許を持つ看護師（登録看護師または准看護師）の効果的な SV が、組織、

無資格の看護補助者、入居者に与える影響を、レビューを通じて明らかにすることを目的と

している。2000 年から 2015 年までの 6 つのデータベースから検索し、 24 の論文を抽出

し、統合的レビューを行った。結果、効果的な看護師の SV は、統計的に有意（P < 0.05, P 
< 0.000） な正の関連を示し、①看護補助者の職務満足度、②離職率／離職意思、③業務の

有効性、④意思決定、⑤職務ストレス、⑥利用者満足度に影響を与えることが明らかになっ

た。 
 
④Cooper C.,Cenko B.,Dow B. and Rapaport P.9） 
本研究は、在宅ケアワーカと在宅介護事業所が、高齢者にケアを提供する方法を改善する

ための介入策について、利用者の健康と幸福、有給介護者の幸福、仕事への満足度、定着率

について系統的レビューに基づいて検討している。結果として、意味のある目標設定、介護

者のトレーニングおよびスーパービジョンが、利用者の健康関連 QOL の向上につながるこ

とが示された。利用者のアウトカムを改善した介入には、定期的なスーパービジョンなどの

追加的な実施支援を伴うトレーニングが含まれ、利用者のニーズや目標に焦点を当てたケ

アの推進が特徴であった。高齢の在宅介護利用者、特に認知症を有する人々へのケアの質を

向上させるための効果的な戦略に関するエビデンスは不足している。この分野におけるさ

らなる研究が求められており、特に、重度の認知症を有する利用者の健康および生活の質の

アウトカムを含む在宅ケア介入試験のフィージビリティ・テストなど、さらなる研究が必要

である。 
 
⑤Tulleners T., Campbell C. and Taylor M.10） 
クリニカル・スーパービジョンは、看護における専門的かつ最良の実践を支援する手段と

して受け入れられつつある。 ピア・グループ・スーパービジョンは、非階層的でリーダー

不在のクリニカル・スーパービジョンの提供モデルであり、限られた資源でスタッフのサポ

ートを優先する場合に、看護管理者が実施するための選択肢である。このシステマティック

レビューは、看護師のピア・グループ・スーパービジョンの経験について調査した入手可能

な最良の質的研究を特定し、評価し、統合するものである。レビューの目的は、統合された

エビデンスから、実践におけるピア・グループ・スーパービジョンの政策と実施を強化する

ための推奨事項を導き出すことである。結果として、①専門家としての成長を促進すること、

②グループを信頼すること、③専門家としての学習経験、④経験を共有することという 4 つ
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の包括的な総合知見が得られた。 
 
Ⅴ.考察・まとめ 
上記の論文の整理の結果を踏まえ、SVは、①専門職としての成長を促す機会であること、

②仕事に対する満足度の向上に繋がること、③ストレスマネジメントに繋がること、④利用

者の生活の質の向上に繋がることになるという特徴があることが整理できた。SV は、バイ

ジーのレベルに沿った能力の習得と、高度な実践ができるよう専門職としての成長を目指

した指導方法 11）として位置づけられている。これらのことを踏まえ、認知症ケア SV には、

認知症ケアを実践する専門職としての成長を目指すことを目的とした SV 実践が求められ

ているといえる。認知症の人との関わりでは、否定的な感情や怒りの感情が表出してしまう

などネガティブな感情をもつ 12）ことも少なくはない。その結果として職員自身がバーンア

ウトしてしまう、または虐待といった認知症の人の尊厳を侵害してしまう行為にも繋がっ

てしまう可能性がある。SV はストレスの耐性を増やすことやバーンアウトを減少させる機

能を持っている 13）。認知症の人が自分らしい生活をするためには、職員がストレスを抱え

ない環境づくりが必要となってくる。そのためにも、定期的に SV を実践し、職員が認知症

ケアを実践する中で抱えている感情を表出する機会を意図的に提供することが必要である

といえる。 
一方、認知症を有する人のケアの質の向上に効果的な SV に関しては、エビデンスが不足

しているという課題があることもありさらなる研究が必要であることが課題として提示さ

れている。昨年度の文献レビューの結果も踏まえながら、認知症ケア SV に必要となる要因

について引き続き検討を重ねていく。 
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認知症介護指導者養成研修における
アウトカム評価を目的とした指導者活動

実態調査
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認認知知症症介介護護指指導導者者養養成成研研修修ににおおけけるるアアウウトトカカムム評評価価をを目目的的ととししたた  

指指導導者者活活動動実実態態調調査査  

 

主任研究者：山口友佑 （認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 

分担研究者：李 相侖 （認知症介護研究・研修大府センター 研究部） 
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      田村みどり（認知症介護研究・研修仙台センター 研修部） 

 

Ⅰ．背景と目的 
全国に 3 か所（仙台・東京・大府）ある認知症介護研究・研修センター（以下：センター）

では、2001 年度より認知症介護指導者養成研修（痴呆介護指導者養成研修を含む。以下：

指導者研修）を実施しており、2023 年度末までに 2,880 人の認知症介護指導者（以下：指

導者）を養成している。 
指導者研修は、認知症施策推進大綱（以下、推進大綱）の中において、認知症についての

理解のもと本人主体の介護を行うことで、できる限り認知症症状の進行を遅らせ、行動・心

理症状（BPSD）を予防できる介護従事者を養成する研修として位置付けられている 1）。2021
年度より推進大綱で示された趣旨に合わせ、認知症介護実践者等養成事業の運営に関する

改正が行われ、指導者研修を含む認知症介護実践等養成事業のカリキュラムが改訂された。

新カリキュラムにおける指導者研修のねらいは、「認知症介護従事者が認知症についての理

解のもと、本人主体の介護を行い、生活の質の向上を図るとともに、行動・心理症状（BPSD）

を予防することができるよう、認知症介護基礎研修、認知症介護実践者研修及び認知症介護

実践リーダー研修を企画・立案し、講義、演習、実習の講師を担当することができる知識・

技術を習得すること及び介護保険施設・事業者等における介護の質の改善について指導す

るとともに、自治体等における認知症施策の推進に寄与できるようになること」としている

2）。このことから、指導者研修修了者には、①実践研修等の企画・立案、講師役、ファシリ

テーター（以下、研修の役割）、②介護保険施設・事業者等における介護の質の改善に向け

た指導的役割（以下、指導的役割）、③地域における認知症施策の推進への貢献（以下、地

域での役割）といった役割が付与されることになる。指導者研修では、推進大綱で掲げられ

ている育成目標値に近い修了生を輩出することはできているが、受講後の指導者としての

活動による成果については十分に検証できているとは言えない現状である。 
本研究では、指導者研修修了生へのアンケート調査をもとに、研修修了後の活動実態（研

修の役割、指導的役割、地域での役割）を明らかにし、指導者研修のアウトカム評価（成果）

について検証することを目的とする。 
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Ⅱ．研究の枠組み 
1）指導者活動実態調査、研修の評価における先行研究 
近年、「社会的価値」を可視化・検証し、自らの組織・活動に関する学びや改善、資源の

提供者への説明責任につなげていく仕組み（社会的インパクト）づくりの重要性が指摘され

ている 3）。指導者研修を含む認知症介護実践者等養成事業は、我が国の介護現場における認

知症介護の理解と専門性を向上するための重要な役割を持つ事業である。本研修事業にお

いて、量的な目標達成だけではなく、研修受講のもたらすアウトカム（短期的成果・長期的

成果）を明らかにすることができれば、養成事業の「社会的価値」を検証することが可能と

考える。 
上記背景を踏まえ、今年度は、従来の指導者活動調査の内容に加え、研修の評価を試みた。

研修評価の枠組みとしては、Rossi ら 4）や GSG 国内諮問委員会 5)のロジックモデルを参考

とした。また、センターで作成した「実践研修及び指導者養成研修のアウトカム評価の基本

的考え方」（以下：基本的考え方）を参考 6）とし、調査項目を設定した。 
 

2）指導者の役割 
指導者の活動実態や研修の成果を検討するため、指導者研修修了生に求められる役割を

研修のねらいの記載内容に則り 2）、以下の３つの操作的定義を行った。 
・研修の役割に関与できているか 
・指導的役割を担うことが出来ているか 
・地域での役割を実践できているか 
 

3）活動実態、アウトカム（成果） 
2）に定義した役割を評価基準とし、活動実態を調査した。研修の成果は、長期的成果と

して、上記 3 点の役割を継続的に実践しているか、短期的成果として、研修修了後に、上記

3 点の役割を実践できているかを評価基準とした。本研究は横断的調査であるため、研修修

了後の期間によって、指導者としての役割実施状況を比較した。それぞれの評価は以下に示

す。 
・活動実態：指導者の 3 つの役割における活動状況 
・研修の成果 
①長期的成果：2022 年度まででの修了生を対象とした調査結果をもとに、活動年数別

による活動状況を比較 
②短期的成果：2023 年度修了生を対象とした調査結果をもとに、各役割への関与状況

を把握 
Ⅲ．対象と方法 
 本調査は、2023 年度までの指導者研修修了生を対象範囲として、表 1 に記載した除外基

準に該当するものを除いた 2,312 名を対象に、郵送法ならびに Web システムを用いた質問

紙調査を実施した。本調査では、上記の成果を評価するため、調査対象を「2023 年度の指

導者研修修了生（以下：23 年度修了生）」と「2022 年度までの指導者研修修了生（以下：

22 年度以前修了生」に分け、それぞれに調査票を作成している。 
主な調査内容は、表 2 に示した通りである。23 年度修了生は、2024 年度の活動状況（予

定も含む）、22 年度以前修了生は 2023 年度の活動状況について質問を設定している。「指
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導者活動をすることに対する満足度」に関する項目では、「介護者 QWL＊簡易尺度」7）を参

考に項目を設定した。調査期間は、2024 年 10 月～11 月までとした。分析方法は、Excel ま
たは SPSS を用いた単純集計、クロス集計を行った。なお無回答は欠損値として処理をし

た。 
 
＊QWL とは、労働生活の質（Quality of Working Life）の略称であり、仕事のやりがいや

働きやすさ、職務満足度などの勤労生活の質的向上に係わる概念である 7）。 
 

表 1 対象者の除外基準 
① 今後指導者として活動しない旨を確認できている 

② 
所属している都道府県・政令指定都市が変更になっており、センターが所属先を把握

できてない 
③ 逝去が確認できている場合 
④ 他業種に転職している場合 
⑤ センターからの連絡を拒否している場合 
⑥ センターに所属している場合 

 
表 2 調査項目一覧 

回答者の属性 

 推薦者の種別、修了センター、所属自治体、保有資格、

所属施設、役職、フォローアップ研修の参加の有無と

回数（22 年度以前修了生のみ） 
 認知症施策の役割（22 年度以前修了生のみ） 

認知症介護実践者等 
養成事業への関与状況 
（役割：研修の役割） 

 認知症介護実践者等養成事業に関与することへの 

関心度 
 企画会議への出席状況 
 講師・ファシリテーターとしての関与状況 
 年間の活動日数（22 年度以前修了生のみ） 

介護保険施設・事業者等に 

おける介護の質の改善に  

向けた指導的役割 
（役割：指導的役割） 

 指導者として指導的役割を担うことに対する関心度 
 自施設・事業所における指導的役割 
 他施設・事業所における指導的役割 
 加算の取得状況（認知症専門ケア加算Ⅱ、認知症チー

ムケア推進加算） 
地域における認知症施策の 

推進への貢献 
（役割：地域での役割） 

 指導者として地域活動を実践することへの関心度 
 地域活動の実践状況 
 年間の活動日数（22 年度以前修了生のみ） 

指導者活動に関連する   

要因について 
 指導者活動を促進する要因、阻害する要因 
 指導者活動をすることに対する満足度 

認知症地域支援推進員との 

連携 
（22 年度以前修了生のみ） 

 認知症地域支援推進員との連携の有無 
 連携して行った地域活動について 
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Ⅳ．倫理的配慮 
 本研究は、社会福祉法人仁至会倫理・利益相反委員会の承認を得て実施している（承認番

号：0504）。研究に関する説明は、研究説明書を用いて行った。また調査協力への同意は、

明確な意思が確認できるよう調査票にチェックボックスを設け、「適切な同意」を受けるよ

うにした。 
 

Ⅴ．結果 
1．回収状況について 
 各調査の回収状況について表 3 で示した通りである。本調査では回答に同意を得られた

有効回答数を分析対象とする。 
 
表 3 本調査の回収状況 
  発出数 質問紙 Web 有効回答数 回答率 

仙台センター 
22 年度以前 677 80 89 169 24.0% 

23 年度 28 4 8 12 42.9% 

東京センター 
22 年度以前 883 155 142 297 33.6% 

23 年度 38 14 19 33 69.4% 

大府センター 
22 年度以前 752 101 190 291 38.7% 

23 年度 34 8 15 23 67.4% 

合計 
22 年度以前 2,312 336 421 757 32.7% 

23 年度 100 26 42 68 68.0% 
                                                                          単位：人    
2．基本属性について 
 推薦者の種別については、22 年度以前修了生では、自治体（公費）が 78.2％、事業所推

薦は 21.8％であった。23 年度修了生では、自治体（公費）が 72.7％、事業所推薦は 27.3％
であった（図 1）。 
指導者活動時の所属先については、22 年度以前修了生では、介護老人福祉施設が 26.0％

と最も多く、次いで、その他（23.3％）、認知症対応型通所介護（22.8％）であった。23 年

度修了生では、介護老人福祉施設・その他が 19.4％と最も多く、次いで、認知症対応型通所

介護・居宅介護支援事業所（16.4％）、小規模多機能型居宅介護・通所介護（14.9％）であ

った（図 2）。 
保有資格については、22 年度以前修了生では、介護福祉士が 81.9％と最も多く、次いで、

介護支援専門員（75.5％）、社会福祉士（26.9％）であった。23 年度修了生では、介護福祉

士が 89.7％と最も多く、次いで、介護支援専門員（64.7％）、社会福祉士（20.6％）であっ

た（図 3）。 
 指導者活動時の役職については、22 年度以前修了生では、管理職が 43.6％と最も多く、

次いで、経営者等（19.6％）、中間管理職（14.6％）であった。23 年度修了生では、管理職

が 42.6％と最も多く、次いで、中間管理職（23.5％）、経営者等（7.4％）であった。 
 以下、各役割における活動実態については、対象別に結果を述べることにする。 
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図 1 推薦者の種別 
 

 
図 2 指導者活動時の所属先＊について（複数回答） 
＊22 年度以前の修了生は令和 5 年度の所属先、23 年度修了生は令和 6 年 4 月 1 日時点での所属先 
 

 
図 3 保有資格について（複数回答） 
 

78.2%

72.7%

21.8%

27.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

22年度以前

23年度

⾃治体（公費）

事業所

26.0%

19.4%

9.5%

10.4%

0.7%

0.0%

22.8%

16.4%

8.6%

14.9%

13.8%

14.9%

12.3%

16.4%

4.5%

1.5%

23.3%

19.4%

4.4%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

22年度以前

23年度

介護⽼⼈福祉施設

介護⽼⼈保健施設

介護医療院

認知症対応型通所介護

⼩規模多機能居宅介護

通所介護

居宅介護⽀援事業所

地域包括⽀援センター

その他

所属なし

81.9%

89.7%

26.9%

20.6%

4.8%

4.4%

7.5%

4.4%

75.5%

64.7%

15.2%

13.2%

15.6%

8.8%

15.5%

5.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

22年度以前

23年度

介護福祉⼠

社会福祉⼠

精神保健福祉⼠

看護師

介護⽀援専⾨員

主任介護⽀援専⾨員

介護職員初任者研修修了

その他

－ 61 －



 
図 4 指導者活動時の役職について 
＊22 年度以前の修了生は令和 5 年度の役職、23 年度修了生は令和 6 年 4 月 1 日時点での役職 
 
3. 23 年度修了生の活動実態について 
1）指導者研修修了者が担っている役割への関与状況について 
指導者研修修了者が担う 3 つの役割（①研修の役割、②指導的役割、③地域での役割）へ

の実践状況について図 5 に示した通りである。各役割で定めた項目の中で、1 つ以上「関与

している」または「担っている」との回答の割合は、「研修の役割」が 95.6％、「指導的役

割」が 97.1％、「地域での役割」が 86.8％であった（図 5）。 

 
図 5 指導者研修修了者が担っている役割への関与状況 
 
2）認知症介護実践者等養成事業への関与について 
①認知症介護実践者等養成事業に関与することへの関心度 
認知症介護実践者等養成事業に関与することへの関心度については、「関心がある」が

83.8％、「少し関心がある」が 11.8％、「あまり関心がない」が 1.5％、「関心がない」が 2.9％
であった（図 6）。 
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図 6 認知症介護実践者等養成事業に関与することへの関心度（n=68） 
 
②各役割への関与状況 

 認知症介護実践者等養成事業への関与について、3 つの役割（①会議への出席、②講師役

としての関与、③ファシリテーターとしての関与）を設定し、認知症介護実践者等養成事業

で定められている 6 つの研修事業への関与状況について把握した。 
 各役割への関与（6 つの研修事業のうち 1 つ以上出席する、または務めると回答した割

合）については、会議への出席が 89.7％、講師役としての関与が 69.7％、ファシリテータ

ーとしての関与が 86.8％であった（図 7）。 
 各役割の研修別での関与状況について、会議への出席では、「実践者研修」が 85.3％と最

も高く、次いで「実践リーダー研修」（71.6％）、「基礎研修」（23.1％）であった（図 8）。講

師役としての関与については、「実践者研修」が 60.6％と最も高く、次いで「実践リーダー

研修」（35.4％）、「管理者研修」（7.7％）であった（図 9）。ファシリテーターとしての関与

については、「実践者研修」が 82.4％と最も高く、次いで「実践リーダー研修」（53.7％）、

「基礎研修」、「管理者研修」（7.7％）であった（図 10）。 

 
図 7  各役割への関与状況 
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図 8 研修別による会議への出席状況 
 

 
図 9 研修別による講師役としての関与状況 
 

 
図 10 研修別によるファシリテーターとしての関与状況 
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3）介護保険施設・事業者等における介護の質の改善に向けた指導的役割について 
①指導的役割を担うことに対する関心度 
 指導的役割を担うことに対する関心度については、「関心がある」が 79.1％、「少し関心

がある」が 17.9％、「関心がない」が 3.0％であった（図 11）。 

 
図 11 指導的役割を担うことに対する関心度（n=67） 
 
②指導的役割の関与状況について 
 指導的役割の関与について、①自施設における指導的役割、②他施設における指導的役割

の２つのカテゴリーを設定し、関与状況を把握した。 
 各カテゴリーへの関与状況（各カテゴリー項目内で、1 つ以上「担っている」と回答した

割合）については、自施設における指導的役割は 97.1％、他施設における指導的役割は

67.6％であった（図 12）。 
 各カテゴリー別での関与状況については、自施設における指導的役割では、「職場内研修

の企画、立案」が 94.1％と最も高く、次いで、「中堅職員への OJT の計画、実施」（79.4％）、

「研修参加後の実践の確認」（79.1％）であった（図 13）。 
他施設における指導的役割では、「認知症介護実践リーダー修了生・実践者研修修了生か

らの認知症ケアに関する相談対応」が 38.8％と最も高く、次いで、介護保険施設・事業所か

らの認知症ケアに関する相談対応」（34.4％）、「他の介護保険施設・事業所からの依頼によ

る研修」（29.9％）であった（図 14）。 

 
図 12 指導的役割の関与状況 
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図 13 自施設における指導的役割への関与状況 
 

 
図 14 他施設における指導的役割への関与状況 
 
③加算の取得状況について 

認知症専門ケア加算（Ⅱ）のサービス対象の有無については、「サービスの対象外である」

が 40.3％、「サービスの対象である」が 59.7％であった（図 15）。各算定要件については、

「利用者要件」では、「満たしている」が 75.0％、「職員配置要件」では、「満たしている」

が 84.6％、「留意事項の伝達や技術的指導の会議の定期的な実施」では、「実施している」が

76.9％、「介護職員、看護職員ごとの研修計画の作成」では、「作成している」が 51.3％、「介

護職員、看護職員ごとの研修計画の実施」では、「実施している」が 56.4％であった（図 16）。
認知症専門ケア加算（Ⅱ）の取得状況については、「取得している」が 37.5％、「取得してい
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ない」が 62.5％であった（図 17）。取得に至らない理由については、「職員配置要件の維持

が困難」、「研修計画の作成・実施の事務作業が煩雑」が 47.1％と最も高く、次いで、「利用

者要件の確認作業の負担が大きい」（41.2％）であった（図 18）。 
認知症チームケア加算の取得状況については、「取得している」が 20.0％、「取得予定で

ある」が 10.0％、「取得していない」が 70.0％であった（図 19）。取得に至らない理由につ

いては、「その他」が 28.6％と最も多く、次いで、「人手不足のため」、「対象となる利用者が

いないため」（21.4％）、「認知症チームケア推進加算の算定要件の詳細がわからない」、「対

象となる利用者がいない」（21.4％）であった（図 20）。 

 
図 15 認知症専門ケア加算（Ⅱ）サービス対象の有無（n=67） 
 

 
図 16 認知症専門ケア加算（Ⅱ）算定要件 
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図 17 認知症専門ケア加算（Ⅱ）の取得状況(n=32) 
 

 
図 18 取得に至らない理由（認知症専門ケア加算（Ⅱ）） 
 

 
図 19 認知症チームケア加算の取得状況（n=20） 
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図 20 取得に至らない理由（認知症チームケア加算） 
 
4）地域における認知症施策の推進への貢献について 
①地域活動を実践することに対する関心度について 
地域活動を実践することに対する関心度については、「関心がある」が 69.7％、「少し関

心がある」が 27.3％、「関心がない」が 3.0％であった（図 21）。 

 
図 21 地域活動を実践することに対する関心度（n=66） 
 
②地域活動の関与状況について 
 地域活動の関与状況については、①所属法人での地域活動、②研修事業、③相談事業、④

地域における認知症施策への関与の 4 つのカテゴリーを設定し、関与状況を把握した。 
 各カテゴリーへの関与状況（各カテゴリー項目内で、1 つ以上「関与している」と回答し

た割合）については、「所属法人での地域活動」が 59.7％、「研修事業」が 60.3％、「相談事

業」が 70.6％、「地域における認知症施策への関与」が 58.8％であった（図 22）。 
 各カテゴリー別の関与状況については、「所属法人での地域活動」では、「運営推進会議（介

護・医療連携推進会議）の設置・運営」が 41.8％と最も高く、次いで、「認知症カフェの設

置・運営」（38.8％）であった（図 23）。 
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「研修事業」では、「地域住民を対象とした認知症サポーター養成講座の講師」が 48.5％
と最も高く、次いで、「子ども・学生向け認知症サポーター養成講座の講師」（37.7％）、「地

域住民向け講演会・（出前）講座の講師」（33.8％）であった（図 24）。 
「相談事業」では、「家族介護者からの相談対応」が 64.2％と最も高く、次いで、「住民か

らの相談対応」（55.2％）、「認知症当事者からの相談対応」（38.8％）であった（図 25）。 
「地域における認知症施策への関与」では、「認知症サポーター養成講座の企画・運営」

が 35.8％と最も高く、次いで、「認知症関連イベントの企画・参加」（35.3％）、「所属法人以

外の認知症カフェの開催や参加」（27.9％）であった（図 26）。 
 

 
図 22 カテゴリー別での関与状況（地域活動） 
 

 
図 23 所属法人での地域活動への関与状況 
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図 24 研修事業への関与状況 
 

 
図 25 相談事業への関与状況 
 

 
図 26 地域における認知症施策への関与状況 
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地域ケア個別会議

地域ケア推進会議

都道府県認知症施策推進会議
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5）指導者活動の要因について 
指導者活動に関わる要因について（「1．あてはまる、2．ややあてはまる、3.あまりあて

はまらない、4．あてはまらない」の各回答を 4 点～1 点に得点化）は、図 27 に示した通り

である。あてはまる群（あてはまる＋ややあてはまると回答した割合）では、「事業所での

本務が多忙である」が 80.6％と最も高く、次いで、「所属法人内にケアの質の向上を目指す

組織風土がある」（77.6％）、「所属法人内に地域貢献を推進する組織風土がある」（76.1％）

であった。あてはまらない群（あてはまらない＋あまりあてはまらないと回答した割合）で

は、「指導者活動をするための体力に自信がない」が 88.0％と最も高く、次いで、「活動する

都道府県・指定都市の指導者間の仲間に入るのが難しい、対人関係の悩みがある」（81.8％）、

「出産・育児、身内の介護、病気療養など、事業所の本務以外に時間的な制約がある」（78.4％）

であった。 

 
図 27 指導者活動の要因について 
 
6）指導者活動に対する満足度について 
 指導者活動に対する満足度について、（「1．大変低い、2．低い、3.どちらともいえない、

4.高い、5.大変高い」の各回答を 1 点～5 点に得点化）は、表 3 に示した通りである。全体

として、指導者として活動することに対して、やりがいや満足感を感じている傾向が高いこ

とが明らかになった。 
 
表 3 指導者活動に対する満足度 

項目 M±SD 
指導者として活動することに意欲的である 3.72±0.91 
指導者として活動していきたい意思がある 3.85±0.89 
指導者として活動することに満足している 3.45±1.00 
指導者として活動することに達成感がある 3.49±1.13 

合計 14.5±3.56 
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4. 22 年度以前修了生の活動実態について 
1）指導者歴について 
 2023 年度活動時の指導者歴については、「5 年未満」が 25.3％、「10 年未満」が 28.1％、

「15 年未満」が 21.4％、「15 年以上」が 25.2％であった（図 28）。 
 

 
図 28 指導者歴について（2023 年度活動時）n=743 
 
2）認知症施策における役割について 

 2023 年度に担っていた認知症施策における役割については、「キャラバンメイト」が

49.7％と最も高く、次いで、「担っていない」（45.8％）、「チームオレンジのチーム員」（11.4％）

であった（図 29）。 

 

 
図 29 認知症施策における役割 

 

3）認知症介護指導者フォローアップ研修受講の有無について 

 認知症介護指導者フォローアップ研修受講の有無については、「受講したことがない」が

50.9％、「受講したことがある」が 49.9％であった。指導者歴で比較した結果、１％水準で

有意差が認められた（図 30）。 
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図 30 指導者歴による認知症介護指導者フォローアップ研修受講の有無 

 

4）指導者研修修了者が担っている役割への関与状況について 
指導者研修修了者が担う 3 つの役割（①研修の役割、②指導的役割、③地域での役割）へ

の実践状況（各役割で定めた項目の中で、1 つ以上「担っていた」または「実践していた」

との回答の割合）については、「研修の役割」が 76.2％、「指導的役割」が 83.7％、「地域で

の役割」が 81.7％であった（図 31）。 
 指導者歴で比較した結果、「研修の役割」、「指導的役割」では 1％水準、「地域での役割」

では、5％水準で有意差が認められた（図 32-34）。 

 

 

図 31 指導者研修修了者が担っている役割への関与状況 
 

 

 

 

 

 

 

82.4%

55.3%

36.9%

20.9%
17.6%

44.7%

63.1%

79.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

5年未満 10年未満 15年未満 15年以上

ない ある p<.01

23.8%

16.3%

18.3%

76.2%

83.7%

81.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

研修事業への関与

指導的役割への関与

地域での役割

関与していない 関与していた

－ 74 －



 

図 32 指導者歴による実施状況（研修の役割） 
 

 

図 33 指導者歴による実施状況（指導的役割） 
 

 
図 34 導者歴による実施状況（地域での役割） 
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5）認知症介護実践者等養成事業への関与について 
①認知症介護実践者等養成事業に関与することへの関心度 
認知症介護実践者等養成事業に関与することへの関心度については、「関心がある」が

63.4％、「少し関心がある」が 24.9％、「あまり関心がない」が 8.5％、「関心がない」が 3.2％
であった（図 35）。 

 
図 35 認知症介護実践者等養成事業に関与することへの関心度（n=740） 
 
②各役割への関与状況 
 各役割への関与（6 つの研修事業のうち 1 つ以上出席する、または務めると回答した割

合）については、会議への出席が 67.2％、講師役としての関与が 69.3％、ファシリテータ

ーとしての関与が 61.4％であった（図 36）。指導者歴で比較した結果、「会議への出席」は

5％水準、「講師役としての関与」、「ファシリテーターとしての関与」については、1％水準

で有意差が認められた（図 37-39）。 

 各役割の研修別での関与状況について、会議への出席では、「実践者研修」が 63.4％と最

も高く、次いで「実践リーダー研修」（53.1％）、「基礎研修」（19.1％）であった（図 40）。
講師役としての関与については、「実践者研修」が 59.9％と最も高く、次いで「実践リーダ

ー研修」（46.4％）、「管理者研修」（13.9％）であった（図 41）。ファシリテーターとしての

関与については、「実践者研修」が 56.2％と最も高く、次いで「実践リーダー研修」（42.4％）、

「管理者研修」（7.6％）であった（図 42）。 
認知症介護実践等養成事業に従事した平均年間日数については、「年間12日未満」が55.1％

と最も高く、次いで、「年間 12 日以上～24 日未満」（30.9％）、「年間 24 日以上～36 日未

満」（7.6％）であった（図 43）。 
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図 36  各役割への関与状況 
 

 
図 37 指導者歴による関与状況（会議への出席） 
 

 
図 38 指導者歴による関与状況（講師役としての関与） 
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図 39 指導者歴による関与状況（ファシリテーター役としての関与） 
 

 
図 40 研修別による会議への出席状況 
 

 
図 41 研修別による講師役としての関与状況 
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図 42 研修別によるファシリテーターとしての関与状況 
 

 
図 43 認知症介護実践者等事業に従事した平均年間日数（n=713） 
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6）介護保険施設・事業者等における介護の質の改善に向けた指導的役割について 
①指導的役割を担うことに対する関心度 
 指導的役割を担うことに対する関心度については、「関心がある」が 60.5％、「少し関心

がある」が 30.6％、「あまり関心がない」が 5.4％、「関心がない」が 3.4％であった（図 44）。 
 

 
図 44 指導的役割を担うことに対する関心度（n=735） 
 
②指導的役割の関与状況について 
各カテゴリーへの関与状況（各カテゴリー項目内で、1 つ以上「担っている」と回答した

割合）については、「自施設における指導的役割」は 83.5％、「他施設における指導的役割」

は 65.5％であった（図 45）。指導者歴で比較した結果、「自施設における指導的役割」では

１％水準で有意差が認められ、「他施設における指導的役割」では、有意差は確認できなか

った（図 46－47）。 
各カテゴリー別での関与状況については、自施設における指導的役割では、「職場内研修

の企画、立案」が 70.4％と最も高く、次いで、「研修参加後の実践の確認」（58.6％）、「中堅

職員への OJT の計画、実施」（58.3％）、であった（図 48）。 
他施設における指導的役割では、「他の介護保険施設・事業所からの依頼による研修」が

34.3％と最も高く、次いで、「介護保険施設・事業所からの認知症ケアに関する相談対応」

（33.8％）、「地域包括支援センターからの認知症ケアに関する相談対応」（29.1％）であっ

た（図 14）。 
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図 45 指導的役割の関与状況 
 

 
図 46 指導者歴による自施設における指導的役割への関与状況 
 

 
図 4７ 指導者歴による他施設における指導的役割への関与状況 
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図 48 自施設における指導的役割への関与状況 
 

 
図 49 自施設における指導的役割への関与状況 
 
③加算の取得状況について 

認知症専門ケア加算（Ⅱ）のサービス対象の有無については、「サービスの対象外であっ

た」が 53.9％、「サービスの対象であった」が 46.1％であった（図 50）。各算定要件につい

ては、「利用者要件」では、「満たしていた」が 82.4％、「職員配置要件」では、「満たしてい

た」が 82.0％、「留意事項の伝達や技術的指導の会議の定期的な実施」では、「実施してい

る」が 74.2％、「介護職員、看護職員ごとの研修計画の作成」では、「作成している」が 67.6％、

「介護職員、看護職員ごとの研修計画の実施」では、「実施している」が 69.2％であった（図

51）。認知症専門ケア加算（Ⅱ）の取得状況については、「取得していた」が 52.1％、「取得

してなかった」が 47.9％であった（図 52）。取得に至らなかった理由については、「職員配

置要件の維持が困難」が 47.7％と最も高く、次いで、「研修計画の作成・実施の事務作業が

煩雑」（44.7％）、「留意事項の伝達や技術的指導の会議に関する事務作業が煩雑」（36.4％）

であった（図 53）。 
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認知症チームケア加算の取得状況については、「取得している」が 24.6％、「取得予定で

ある」が 22.5％、「取得していない」が 53.0％であった（図 54）。取得に至らない理由につ

いては、「人手不足」が 45.3％と最も多く、次いで、「定期的にカンファレンスを開くことが

困難」、「その他」（23.6％）、「認知症チームケア推進加算の算定要件の詳細がわからない」

（18.9％）であった（図 55）。 
 

 
図 50 認知症専門ケア加算（Ⅱ）サービス対象の有無（n=671） 

 

 
図 51 認知症専門ケア加算（Ⅱ）算定要件 
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図 52 認知症専門ケア加算（Ⅱ）の取得状況(n=286) 
 

 
図 53 取得に至らない理由（認知症専門ケア加算（Ⅱ）） 

 
図 54 認知症チームケア加算の取得状況（n=285） 
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図 55 取得に至らない理由（認知症チームケア加算） 

 

7）地域における認知症施策の推進への貢献について 
①地域活動を実践することに対する関心度について 
地域活動を実践することに対する関心度については、「関心がある」が 54.8％、「少し関

心がある」が 33.9％、「あまり関心がない」7.1％、「関心がない」が 4.2％であった（図 56）。 
 

 
図 56 地域活動を実践することに対する関心度（n=744） 
 
②地域活動の関与状況について 
 各カテゴリーへの関与状況（各カテゴリー項目内で、1 つ以上「実践している」と回答し

た割合）については、「所属法人での地域活動」が 52.8％、「研修事業」が 62.4％、「相談事

業」が 59.6％、「地域における認知症施策への関与」が 57.8％であった（図 57）。指導者歴

で比較した結果、「所属法人での地域活動」では、5％水準で有意差が認められ、「研修事業」、

45.3%

18.9%

10.8%

23.6%

13.5%

10.1%

23.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

⼈⼿不⾜のため

チームケア推進加算の算定要件の詳細がわからない

BPSDの評価⽅法がわからない

定期的にカンファレンスを開くことが困難

チームケア推進加算の算定したい職員がいない

対象となる利⽤者がいない

その他

4.2%
7.1%

33.9%54.8%

関⼼がない

あまり関⼼がない

少し関⼼がある

関⼼がある

－ 85 －



「相談事業」、「地域における認知症施策への関与」では有意差は確認できなかった（図 58-
61）。各カテゴリー別の実践状況については、「所属法人での地域活動」では、「運営推進会

議（介護・医療連携推進会議）の設置・運営」が 40.5％と最も高く、次いで、「認知症カフ

ェの設置・運営」（27.4％）であった（図 62）。「研修事業」では、「地域住民を対象とした

認知症サポーター養成講座の講師」が 43.9％と最も高く、次いで、「地域住民向け講演会・

（出前）講座の講師」（39.2％）、「子ども・学生向け認知症サポーター養成講座の講師」（29.6％）

であった（図 63）。「相談事業」では、「家族介護者からの相談対応」が 55.6％と最も高く、

次いで、「住民からの相談対応」（46.0％）、「認知症当事者からの相談対応」（29.0％）であ

った（図 64）。「地域における認知症施策への関与」では、「認知症関連イベントの企画・参

加」（34.2％）、「認知症サポーター養成講座の企画・運営」（33.8％）、「所属法人以外の認知

症カフェの開催や参加」（20.4％）であった（図 65）。地域活動における平均年間日数につ

いては、「年間 12 日未満」が 72.2％と最も高く、次いで、「年間 12 日以上～24 日未満」

（15.9％）、「年間 24 日以上～36 日未満」（5.3％）であった（図 66）。 

 

 

図 57 カテゴリー別での実践状況（地域活動） 

 

 
図 58 指導者歴による実践状況（所属法人での地域活動） 
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図 59 指導者歴による実践状況（研修事業） 

 
図 60 指導者歴による実践状況（相談事業） 
 

 
図 61 指導者歴による実践状況（地域における認知症施策への関与） 
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図 62 所属法人での地域活動への実践状況 
 

 
図 63 研修事業への実践状況 
 

 
図 64 相談事業への関与状況 
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図 65 地域における認知症施策への関与状況 
 

 
図 66 地域活動における平均年間日数（n=719） 
 
8）指導者活動の要因について 
指導者活動に関わる要因については、図 67 に示した通りである。あてはまる群（あては

まる＋ややあてはまると回答した割合）では、「事業所での本務が多忙である」が 78.5％と

最も高く、次いで、「所属法人内にケアの質の向上を目指す組織風土がある」（73.7％）、「所

属法人内に地域貢献を推進する組織風土がある」（69.8％）であった。あてはまらない群（あ

てはまらない＋あまりあてはまらないと回答した割合）では、「活動する都道府県・指定都

市の指導者間の仲間に入るのが難しい、対人関係の悩みがある」が 80.9％と最も高く、次

いで、「指導者活動をするための、体力に自信がない」（77.7％）、「出産・育児、身内の介護、

病気療養など、事業所の本務以外に時間的な制約がある」（77.1％）であった。 
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図 68 指導者活動の要因について 
 
9）指導者活動に対する満足度について 
 指導者活動に対する満足度について、表 4 に示した通りである。全体として、指導者とし

て活動することに意欲的であり、意思が高い傾向が高いことが明らかになった。 
 
表 4 指導者活動に対する満足度 

項目 M±SD 
指導者として活動することに意欲的である 3.44±0.94 
指導者として活動していきたい意思がある 3.52±0.96 
指導者として活動することに満足している 3.28±0.98 
指導者として活動することに達成感がある 3.36±9.74 

合計 13.6±3.44 
 
10）認知症地域支援推進員との連携について 
認知症地域支援推進員に依頼して実践した活動の有無については、「ある」が 7.7％、「な

し」が 92.3％であった。認知症地域支援推進員から依頼をされて実践した活動の有無につ

いては、「ある」が 9.9％、「なし」が 90.1％であった（図 69）。主な実践内容は表 5・6 に

示した通りである。 
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図 69 認知症地域支援推進員との連携について 
 
表 5 認知症地域支援推進員に依頼して実践した活動 
 ステップアップ研修の参画 
 認知症啓発週間への携わり（市民向け講座） 
 「キャラバンメイトの会」の勉強会の実施。 
 ケアマフ作り 
 若年性認知症の会の運営 
 地域住民で支える認知症の会 
 サポーター養成講座の企画、講座内容の検討、家族支援講座、啓発イベントの企画、  

実施、地域資源の情報収集 
 自分自身が認知症地域支援推進員のため 
 地域住民へ講義 
 当事者及び当事者家族を入れた山登り 
 チームオレンジの設置方法や取り組み発表 
 地域住民向けのフォーラム開催 
 認知症の啓発イベントの企画運営 
 認知症初期集中支援チーム会議であがった重度困難ケースへの介入、同行訪問 
 キャラバンメイトのフォローアップなどなど 
 地域包括支援センターの活動 
 ケアパス作成等 
 地域家族向け 介護教室 
 地域の認知症の普及啓発事業の企・運営 
 今年度、認知症サポーターステップアップ講座を依頼されている。 
 認知症カフェ、相談会。チームオレンジ 
 啓発活動 
 自身が推進員でありオレンジコーディネーターである。研修企画をし、実践している 
 認知症カフェ立ち上げの関わり、継続的な支援。 
 市の認知症普及啓発に関わるイベント、研修の企画 
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 介護支援講座の企画参加と講師 
 地域の専門職向けの研修の企画や講師 
 受診へ向けての促し 
 
 
表 5 認知症地域支援推進員から依頼されて実践した活動 
 ケアマフ作り 
 若年性認知症の会の運営 
 地域住民に向けた認知症勉強会 
 認知症サポーター講座、家族サポート講座、認知症理解啓発イベント 
 地域のモビリティ課題の検討会参加 
 ケアパス見直しのワーキンググループ参加 
 新規認知症カフェ立ち上げの支援 
 地域の勉強会 
 自分自身が認知症地域支援推進員のため 
 地域住民への講義 
 若年性認知症サロン 
 当事者及びその家族を含めた山登り 
 介護者教室 
 認知症に特化した映画鑑賞を地域住民と行い、関心度を高める提案 
 警察署への協力依頼、認知症行方不明案件や保護件数などの事例を紹介。 
 認知症対応力向上研修の企画、運営、講師 
 認知症啓発イベント 
 認知症初期集中支援チームであがった重度困難ケースへの支援、同行訪問 
 若年性認知症の当事者の就労支援に関する協議 
 地域包括支援センターでの地域活動 
 ステップアップ講座（チームオレンジチーム員養成研修｝ 
 認知症ケアパスの作成等 
 認知症の普及啓発イベントの実施 
 地域作りの報告会にて、チームオレンジの紹介と、その後の指導。 
 認知症カフェ 
 オレンジの活動 
 専門職や民生委員に向けての学習会 
 認知症カフェ講師対応 
 認知症当事者の会 
 ステップアップ講座 
 普及啓発イベント 
 介護支援講座 
 受診へ向けての促しのための訪問同行 
 市町村圏域のオンラインによる認知症サポーター養成研修の講師 
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Ⅵ．考察 
１．指導者研修の成果について 
指導者研修修了後に付与される３つの役割について、23 年度修了生の調査結果では、何

らかの形で「関与」または「実践」することができていること、22 年度以前修了生の調査

結果では、「関与」または「実践」していたことが明らかになった。指導者としての活動歴

の比較では、各役割とも有意差が見られ、指導者としての活動期間によって、役割の実践状

況に違いがあることが確認できた。それぞれの役割別の実践状況について、「研修事業での

役割」では、23 年度修了生は会議への出席やファシリテーターとして関与している傾向が

高く、22 年度以前修了生では、会議への出席、講師役として関与している傾向が高く、指

導者歴による比較でも、ファシリテーターとしての関与から講師役として関与している傾

向にあることが確認できた。研修別の関与状況については、実践者研修、実践リーダー研修

に関わっている傾向が高いことが確認できた。「指導的役割」については、全体として「自

施設における指導的役割」を担っている傾向が高く、指導者歴の比較では、指導者歴が若い

指導者が自施設における指導的役割を担っている傾向が高いことが確認できた。「地域での

役割」では、全体として、地域住民を対象とした研修の講師や相談、家族や当事者からの相

談対応を実践している傾向に高いことが明らかになった。 
以上の結果を踏まえ、指導者研修は短期的成果、長期的成果を達成することができている

ことが確認できた。 
 
2．今後の課題 

2021 年度のカリキュラム改訂において、「自治体おける認知症施策の推進に寄与できる

ようになる」ことが指導者研修のねらいとして追記され、指導者研修修了生には、研修事業

や介護保険施設・事業所への指導的役割に加え、地域における認知症施策の推進に寄与する

役割が新たに求められている。調査結果では、認知症地域支援推進員や認知症初期集中支援

チーム、若年性認知症支援コーディネーターといった認知症施策に関連する専門職との連

携が少ない傾向にあることが明らかになった。地域における認知症施策の推進には、認知症

施策に関連する専門職との連携が重要となってくる。そのためには、指導者研修修了生自身

が、地域における認知症施策の推進に寄与する役割が求められていることを理解すること

が重要になってくる。そのためにも、地域における認知症施策の推進に貢献する役割を担っ

ていることについて、指導者研修や指導者フォローアップ研修を通じて理解を深めること

が必要であるといえる。また、指導者を養成している機関として、地域における認知症施策

の推進に貢献することができるよう、都道府県・市町村担当者や認知症施策に関係する各専

門職に対して、継続的に周知・啓発を行い、指導者の役割に関する理解の促進を図っていく

ことが必要であるといえる。 
 
Ⅵ．まとめ 
 本研究により、指導者研修修了生として求められている 3 つの役割について「関与」また

は「実践」することができていることが明らかになった。今後は、指導者としての活動を継

続的に行っていくことで、指導者としての役割を実践する機会が増加するかを検証してい

く。既存の指導者活動調査結果を踏まえ、指導者活動のアウトカムについて縦断的に検討し

ていく。 
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